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この案内は、工事請負契約日または売買契約日が令和８年４月１日 

以後となる契約を締結し、南房総市内に新築住宅を建設または購入、も

しくは中古住宅を購入した子育て世帯および若年者に対し、奨励金を交

付する南房総市住宅取得奨励金について、制度の内容、申請方法等を 

記載したパンフレットです。 

 

 

 

 

建設課住宅係 
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１ 新築住宅                             

奨励金の交付の対象となる新築住宅は、次の全てに該当するものとします。 

(1) 自己の居住の用に供するために市内に建設され、または売買等により取得された一

戸建て住宅または併用住宅であって、その建設後使用されたことのないもののうち、建

設工事の完了の日から起算して１年以内のもの。 

(2) 建築士の設計による住宅であって、建築基準関係規定およびその他関係法令等に準

拠している住宅であること。 

(3) 建築基準法に基づく建築確認済証および完了検査済証の交付を受けたもの。ただし、

建築基準法第６条第１項第２号に規定する建築物以外の住宅であって、同項第３号の

区域以外の区域におけるもの(｢確認不要建築物｣という。)は、この限りでない。 

(4) 居住用面積が７０㎡以上であること。 

(5) 併用住宅にあっては、延床面積の２分の１以上が居住用面積であること。 

(注) 既存住宅を全て取壊し、建替えた場合も交付の対象となります。 

 

 

 

２ 中古住宅                               

奨励金の交付の対象となる中古住宅は、次の全てに該当するものとします。 

(1) 市内に建設された一戸建て住宅または併用住宅であって、建設工事の完了の日から

起算して１年を経過しているもの。 

(2) 建物登記がされている住宅であること。 

(3) 居住用面積が７０㎡以上であること。 

(4) 併用住宅にあっては、延床面積の２分の１以上が居住用面積であること。 

(5) 昭和５６年６月１日以後に建築された住宅であること。 

(6) 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第９条第１項の

規定に基づく土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）に住宅の一部または全部が含まれ

ていないこと。 

 

  

 

 

 

 

土砂災害特別警戒区域 土砂災害特別警戒区域 

 

中古住宅 

住宅の一部が土砂災害特別警戒区域に含まれて

いるため交付対象の中古住宅に該当しない。 

敷地境界 

  
 

敷地境界 

住宅の全部が土砂災害特別警戒区域に含まれて

いないため、交付対象の中古住宅に該当する。 

中古住宅 

例１ 

 

例２ 
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(7) ３親等以内の親族以外の者から購入した住宅であること。 

(8) 購入価格（土地代＋建物代）が５００万円（消費税込み）以上であり、かつ、建物価

格が１００万円（消費税抜き）以上であること。 

(9) 売買契約締結日以前１０年間において、南房総市木造住宅耐震改修費補助金交付要

綱による補助の対象となる耐震改修工事を行っていない住宅であること。 

 

 

３ 交付対象者                              

奨励金の交付の対象となる方は、１０年以上居住する意思を持って市内に対象住宅を建

設または購入した方で、次の全てに該当する方とします。 

(1)子育て世帯（満１８歳以下の子を持つ世帯）の世帯員または若年者（満３５歳以下、

もしくは婚姻をしている申請者または配偶者が満３９歳以下の者）であること。※年齢

は交付年度の４月１日現在 

(2) 対象住宅の工事請負契約日または売買契約日が、転入日以前または転入日から起算

して３年以内であること（３ページの別表第１の種別のＣまたはＤによる交付決定を

受けようとする場合に限る。）。 

(3) 奨励金の交付申請時において、対象住宅に定住していること。 

(4) 対象住宅に対して課される固定資産税の納税義務者であり、かつ、その２分の１以上

の所有権を登記事項証明書で確認できること。（一の住宅を所有する者が 2人の場合に

あっては、その者らが代表として選任した者に限る。） 

(5) 奨励金の交付申請時において、申請者および同居している者に市税等の滞納がない

こと。 

(6) 南房総市住宅取得奨励金を過去に受け取ったことがないこと。 

(7) 対象住宅が住宅取得奨励金の認定を受けていること。 

（8）（７）の認定を受けた日（中古住宅、建売住宅の場合は売買契約日。以下「認定日等」）

から１年を経過する日又は認定日等の属する年度の翌年度の１月末日のいずれか早い

日まで（認定日の属する年度の２月１日から３月３１日を除く）に奨励金の交付の申

請ができる方。 

(9) 申請者および同居している者が南房総市ＵＩＪターンによる起業・就業者創出事業

移住支援金交付要綱に基づく移住支援金の交付決定を受けていないこと（３ページの

別表第１の種別のＣまたはＤによる交付決定を受けようとする場合に限る。）。 

(10) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（「暴力団対策法」という。）第２
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条第６号に規定する暴力団員（「暴力団員」という。）ではないこと。 

(11) 不正な利益を図る目的または他人に損害を加える目的で、情を知って、暴力団対策

法第２条第２号に規定する暴力団（「暴力団」という。）または暴力団員を利用する行為

を継続的に、または反復して行っていないこと。 

(12) 暴力団員または暴力団員が指定した者に対して行う、金品その他の財産上の利益、

便宜の供与またはこれらに準ずる行為を継続的に、または反復して行っていないこと。 

(13) 市の事務または事業に関し、契約の相手方が暴力団員であることを知りながら、当

該契約を締結する行為を継続的に、または反復して行っていないこと。 

(14) 暴力団または暴力団員と社会的に避難されるべき関係を有していないこと。 

 

 

４ 奨励金の額 

別表第１ 新築住宅                            

種別 申請者 基本額 加算額 業者区分 

Ａ 
子育て世帯の世帯員であって新築

住宅を建設し、又は購入した者 
３０万円 

長期優良住宅

または ZEH 

４０万円 

郡市内建設業者

または郡市内販

売業者に限る。 

 

※ＺＥＨのみ 

業者不問 

Ｂ 
若年者であって新築住宅を建設

し、又は購入した者 
１０万円 

Ｃ 

子育て世帯の世帯員であって新築

住宅を建設し、又は購入した転入

者であるもの 

６０万円 

業者不問 

Ｄ 

若年者であって新築住宅を建設

し、又は購入した転入者であるも

の 

３０万円 

 

別表第２ 中古住宅                            

申請者 奨励金額 

子育て世帯の世帯員または若年者であって

中古住宅を購入した者 

建物購入価格（消費税を除く。）の１０％

（上限４０万円） 
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用語説明                            

(1) 転入者  本市に転入した者または転入を予定している者であって、転入日から起

算して転入日前３年間、本市、館山市、鴨川市および鋸南町の住民基本台帳

に記録されたことがない者をいいます。 

(2) 長期優良住宅  長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７

号）第６条第１項の規定による認定を受けた住宅をいいます。 

(3) ＺＥＨ  外皮の断熱性能等を大幅に向上させるとともに、高効率な設備システム

の導入により、室内環境の質を維持しつつ大幅な省エネルギーを実現した上

で、再生可能エネルギー等を導入することにより、年間の一次エネルギー消

費量（暖房、冷房、給湯、換気、照明の５用途のエネルギー消費量）の収支

がゼロとすることを目指した住宅（ＺＥＨロードマップフォローアップ委員

会が公表している「ＺＥＨの定義」中「Ｎｅａｒｌｙ ＺＥＨ」および「Ｚ

ＥＨ Ｏｒｉｅｎｔｅｄ」を除く。）をいいます。 

(4) 郡市内建設業者  建設業法第２条第３項に規定する建設業者または同法第３条第

１項ただし書に規定する軽微な建設工事のみを請け負うことを営業とする

者で、法人にあっては本店を、個人にあっては主たる営業所を本市、館山

市、鴨川市、または鋸南町に有するものをいいます。 

(5) 郡市内販売業者  宅地建物取引業法第２条第３号に規定する宅地建物取引業者

で、法人にあっては本店を、個人にあっては主たる営業所を本市、館山市、

鴨川市または鋸南町に有するものをいいます。 

 

 

５ 認定申請の時期                    新築住宅  

新築住宅の場合は、対象住宅に該当するかどうかの事前審査が必要です。 

認定申請の受付期間： 

建築確認の日、工事届の届出日または売買契約の締結日から３箇月を経過する日まで 

 

【例】工事届の届出日が R8.5.1の場合、受付期間は R8.8.1まで 

 

（認定は交付決定を確約するものではありません。併用不可の補助金とどちらの交付を

受けようか迷っている場合にも、認定申請をすることは可能です。） 
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６ 【フラット３５】地域連携型利用申請     新築住宅・中古住宅  

【フラット３５】地域連携型（子育て支援）とは、子育て支援等に積極的に取組む地方公共

団体と住宅金融支援機構が連携し、住宅取得に対する地方公共団体の補助金交付などの支

援とあわせて、【フラット３５】の借入金利を当初１０年間、最大年０．５％引き下げる制

度です。住宅取得奨励金の交付を前提として住宅金融支援機構の【フラット３５】地域連携

型（子育て支援）を利用することができます。 

 

 提出書類…①【フラット３５】地域連携型利用申請書    

②同居を予定している方全員の住民票 

③その他、７.認対象住宅認定申請に必要な書類、９.交付申請に必要な書類

（新築住宅）、１０.交付申請に必要な書類（中古住宅）に記載されている書類

で、利用申請時点で用意ができるもの（用意ができない場合は聞き取り調査に

て交付対象かどうかを判断します。ご連絡先をお知らせください。） 

 

提出時期…融資の契約を締結する前 

 

住宅取得奨励金の対象住宅（交付対象者）として認定した場合は、【フラット３５】地域

連携型利用対象証明書を交付します。証明書は融資の契約を結ぶ金融機関へ提出してくだ

さい。 

融資の契約を締結した後で証明書を交付することはできません。事前の手続きをお願い

します。 

 

 

７ 対象住宅認定申請に必要な書類             新築住宅   

１ 住宅取得奨励金対象住宅認定申請書（第 1号様式） 

２ 
申請者および同居を予定している者の住民票 ※コピー不可 

（続柄が記載され、個人番号は省略されているもの） 

３ 工事請負契約書の写し または 売買契約書の写し 

４ 居住用面積が明らかになる図面および計算書 

５ 対象住宅を設計した建築士の免許証の写し 

６ 建築確認済証の写し または 工事届の写し 

７ 戸籍の附票（３ページの別表第１の種別のＣまたはＤの認定を受けようとする場合に
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限る。本籍地の市区町村で入手したもの。） ※コピー不可 

８ 長期優良住宅または ZEHであることを証明する評価書等の写し（３ペー

ジの別表第１の加算額の交付を受けようとする場合に限る。長期優良住

宅、ZEHであることを確認できる以下の書類のいずれかを提出すること。） 

 

発行機関等 

 
①  

長期優良住宅建築等計画認定申請書等の写し および 

長期優良住宅建築等計画認定通知書の写し 

千葉県 

 

②  

ＢＥＬＳ評価申請書等 および ＢＥＬＳ評価書（ＺＥＨ

として別表加算額の交付を受けようとする場合に限る。

「ＺＥＨ」マークが表記されたもの。） 

ＢＥＬＳ登

録機関 

９ その他市長が必要と認める書類 

 

市で審査後、対象住宅として認定した場合には「住宅取得奨励金対象住宅認定通知書（第

２号様式）」を、認定できない場合には「住宅取得奨励金対象住宅不認定通知書（第３号様

式）」を送付します。 

 

 

 

 

 

８ 奨励金交付申請の時期            新築住宅・中古住宅  

住宅取得奨励金の認定を受け、奨励金の交付を希望する場合は、対象住宅として認定を受

けた日（中古住宅の場合は売買契約日）から 1年を経過する日又は認定日等の属する年度の

翌年度の１月末日のいずれか早い日まで（２月１日～３月３１日を除く）に交付申請をして

ください。 

対象住宅の所在地に同居者全員の住民票を異動し、所有権の保存登記が完了しているこ

とが必要です。 

中古住宅を購入した場合は、当該住宅の所在地に同居者全員の住民票を異動し、所有権の

保存登記が完了したあと速やかに奨励金の交付の申請を行ってください。 
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【例】 

① 認定を受けた日がR9.2.22 の場合 

 

 

R9.2.22（令和 8 年度）  R10.2.22          R10.1.31（令和９年度） 

 

よってA とB の比較により、期限はR10.1.31 （R9.2.1～R9.3.31 は受付期間外） 

 

② 認定を受けた日がR8.7.2 の場合 

 

 

R8.7.2（令和 8 年度）   R9.7.2          R10.1.31（令和 9 年度） 

 

よってA とB の比較により、期限はR9.7.2 （R9.2.1～R9.3.31 は受付期間外） 

 

※認定申請につきましても申請期限がありますので御注意ください。（詳しくは 5．認定申

請の時期を参照してください。） 

 

 

９ 交付申請に必要な書類                 新築住宅  

１ 住宅取得奨励金交付申請書兼請求書（第４号様式） 

２ 申請者および同居している者の住民票（対象住宅認定申請時から変更のあった場合

に限る。） ※コピー不可 

３ 誓約書（第５号様式） 

４ 市税等納付状況等調査同意書（第６号様式） 

５ 建物の登記事項証明書（所有権保存登記が完了しているもの。法務局で取得。）   

※コピー不可 

６ 居住用面積が明らかになる図面 および 計算書（対象住宅認定申請時から変更のあ

った場合） 

７ 建築完了検査済証の写し（確認不要建築物は不要） 

８ 工事完了引渡証明書の写し（確認不要建築物に限る） 

認定を受けた日 

売買契約日 

B.認定日等の属する年度の翌年度の 1 月末日 A.1 年を経過する日 

B.認定日等の属する年度の翌年度の 1 月末日 A.1 年を経過する日 
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１０ 交付申請に必要な書類                中古住宅  

市で審査後、奨励金の交付決定をした場合には「住宅取得奨励金交付決定通知書（第７号

様式）」を、奨励金の交付をしない場合には「住宅取得奨励金不交付決定通知書（第８号様

式）」を送付します。 

９ 長期優良住宅または ZEH であることを証明する評価書等の写し 

 

書
類
提
出
の
要
否 

必
要 

○ 対象住宅認定申請時に未提出の書類 

○ 対象住宅認定申請時から内容に変更のあった書類 

 

不
要 

× 対象住宅認定申請時に提出済みで内容に変更がない場合 

 

 発行機関等 

 ①  長期優良住宅建築等計画認定通知書の写し 千葉県 

②  

ＢＥＬＳ評価書（ＺＥＨとして３ページの別表第１の加算

額の交付を受けようとする場合に限る。「ＺＥＨ」マーク

が表記されたもの。） 

ＢＥＬＳ 

登録機関 

10 住宅取得奨励金対象住宅認定通知書（第２号様式）の写し 

11 その他市長が必要と認める書類 

１ 住宅取得奨励金交付申請書兼請求書（第４号様式） 

２ 申請者および同居している者の住民票 ※コピー不可 

３ 誓約書（第５号様式） 

４ 市税等納付状況等調査同意書（第６号様式） 

５ 建物の登記事項証明書（所有権保存登記が完了しているもの。法務局で取得。） 

※コピー不可 

６ 居住用面積が明らかになる図面 および 計算書 

７ 土地および建物の売買契約書の写し（土地代と建物代が別々に記載され、消費税額の

有無の分かるもの） 

８ その他市長が必要と認める書類 
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１１ 手続きの流れ 

申請者（新築住宅） 南房総市 申請者（中古住宅） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事請負契約締結 

建築確認申請・確認済証の受領 

または 工事届の届出 

住宅取得奨励金対象住宅認定

申請書提出（第１号様式） 
審 査 

住宅取得奨

励金対象住

宅認定通知

書（第２号様

式） 

受 理 

工事完了・引渡 

検査済証の交付 

住民票の異動 

表題登記・保存登記 

 

住宅取得奨励金交付申請書兼

請求書提出（第４号様式） 
審 査 

住宅取得奨

励金交付決

定通知書（第

７号様式） 

受 理 

売買契約締結 

住民票の異動 

表題登記・保存登記 

 

住宅取得奨励金交付申請書兼

請求書提出（第４号様式） 

受 理 

【フラット３５】地域連携

型を利用する場合は、融資

の契約を締結する前に申請

書［地域連携型第２号書式］

を市へ提出してください。 

【フラット３５】地域連携

型を利用する場合は、融資

の契約を締結する前に申請

書［地域連携型第２号書式］

を市へ提出してください。 

奨励金の交付 受 領 受 領 

※3 か月以内に認定申請をしてくださ

い。（５.認定申請の時期 を参照） 
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１２ 注意事項                          

１ 奨励金受給後の制限 

この奨励金の交付を受けた場合は、南房総市の住民として、１０年以上居住していただ

く必要があります。そのため、奨励金の交付後１０年間にわたり、同居者全員の住民登録

情報、市税の納付状況等を確認させていただきます。 

交付を受けてから１０年以内に転居した場合は、交付の決定を取り消し、当該奨励金の

全部または一部を返還していただくことがあります。 

２ 他の補助金との併用 

この奨励金交付事業には、国費が充当されています。代表的な他の補助制度との併用の

可否については次のとおりです。下記記載の事業以外についてはお問い合わせください。 

補助制度 併用可否 

住まいの復興給付金（復興庁） ○ 

外構部等の木質化対策支援事業（林野庁） ○ 

みらいエコ住宅２０２６事業（国土交通省） × 

サステナブル建築物等先導事業（省ＣＯ２先導型）（国土交通省） × 

ネット･ゼロ･エネルギー･ハウス（ＺＥＨ）化等支援事業（環境省） × 

先進的窓リノベ２０２６（環境省） × 

給湯省エネ２０２６事業（経産省） × 

南房総市ＵＩＪターンによる起業・就業者創出事業移住支援金（市） 転入後３年 × 

 

３ 奨励金への課税 

  この奨励金は税法上の一時所得に該当し、確定申告または住民税申告が必要となる場

合があります。詳しいことは、税務署に御相談くださるようお願いします。 

４ その他 

（1） 鉛筆、シャープペンシル、消せるボールペンでの申請書類への記入は認められません。 

（2）住宅取得奨励金交付申請書兼請求書（第４号様式）には押印が必要（シャチハタは不

可）です。 

（3）提出書類の不備不足により、市で書類を受け付けられなかったことによる損害等につ

いては、市は一切の責任を負いかねます。 


